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研究要旨  

国内に流通する容器包装詰低酸性食品については、平成 20 年 6 月 17 日付食安基発第

0617003 号及び食安監発第 0617003 号において、ボツリヌス対策に係る指導通知が出され

ている。平成 22 年のボツリヌス食中毒対策状況に関するフォローアップ調査では、しか

しながら、指導内容を逸脱する製品の流通が認められたことを受け、本分担研究では、通

年で流通する「たくあん」製品を対象に、低温流通・保存の製品表示の有無、衛生指標菌

検出状況および理化学性状（pH、酸化還元電位）に関する調査を行った。インターネット

検索を通じて、低温流通・保存が表示されず流通する 12 製品が特定され、このうち 9 製

品 30 検体を選定して、衛生指標菌検出及び理化学性状を調査した。指標菌の平均検出値

は、一般細菌数が 1.2E+03±3.3E+03CFU/g、大腸菌群数が 2.3E+01±4.7E+01CFU/g であっ

た。当該製品におけるpH・酸化還元電位の平均値はそれぞれ4.4±0.6及び 115.5±35.9 mV

であったが、うち 2 製品・9 検体の pH は、5.24±0.03 と厚生労働省による指導基準を逸

脱していた。37℃での保存試験を通じ、pH 値として指導内容からの逸脱を認めた製品で

は、9 日目までボツリヌス菌が検出されたが、60 日目には認められなかった。以上より、

指導通知に適合しない容器包装詰低酸性食品が依然として国内に流通する実態が明らか

となった。ボツリヌス菌の食品内挙動については、保存温度帯等も考慮した上での継続的

な検討が必要と思われる。 

 
 

Ａ．研究目的 

市場に流通する食品は、原材料や産地の多様化に

加え、その容器包装形態にも近年、多様化の傾向が

みられる。その中で、容器包装に密閉した常温流通

食品は、その利便性から、様々な原材料に適用され

ているが、これに包含される食品としては、120℃4

分以上または同等の加熱加圧殺菌がなされている

「レトルトパウチ食品（容器包装詰加圧加熱殺菌食

品）」のほか、pH が 4.6 を超え、かつ、水分活性が

0.94 を超えるものであって、120℃4 分間に満たな

い条件で殺菌を行う、いわゆる「容器包装詰低酸性

食品」等が含まれる。レトルトパウチ食品に比べ、

容器包装詰低酸性食品では、常温放置により、ボツ

リヌス菌等のヒト健康危害の高い病原微生物の食

品内増殖を招く恐れがあることが報告されており、

実際に平成 11 年には千葉県内では家庭内で誤って

常温保存された容器包装詰の要冷蔵食品の喫食に

より、ボツリヌス食中毒が発生している。こうした
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事態を踏まえ、厚生労働省では、平成 14-16 年度厚

生労働科学研究「容器包装詰低酸性食品のボツリヌ

ス食中毒に対するリスク評価」を通じて、関連食品

における汚染実態や食品内挙動、および海外のボツ

リヌス食中毒に関する情報収集等を行ってきた。そ

の後に開催された、厚生労働省 薬事・食品衛生審

議会食品衛生分科会食品規格部会（平成 19 年 6 月

26 日開催）では、上記研究課題の成果並びにコー

デックス委員会をはじめとした海外諸国の対応状

況を鑑み、国内に流通する当該食品の原材料の処理

および製造における管理措置として、①当該食品中

のボツリヌス菌を除去する、②ボツリヌス菌の増殖

を防止する、または③ボツリヌス毒素の産生を防止

する、のいずれかをとることとし、①中心部温度を

120℃4 分加熱する方法またはこれと同等以上の効

力を有する方法での加熱殺菌を行うこと、②冷蔵

（10℃以下）保存、③適切な常温流通期間の設定を

行うよう、通知が出された（平成20年6月17日付、

食安基発第 0617003 号、食安監発第 0617003 号）。 

その後、平成 24 年 7月 27 日に開催された薬事・

食品衛生審議会食品衛生分科会食品規格部会では、

平成 22 年 7～8 月に食品等事業者団体（45 団体）

を通じて、ボツリヌス食中毒対策状況についてフォ

ローアップ調査を行った結果が開示された。平成

20 年の通知時点または調査時点では、計 59 品目の

食品が容器包装詰低酸性食品に該当するとの報告

がなされ、このうち、①120℃で 4 分間または同等

以上の条件で加熱殺菌を行っていた食品は 12 品目、

②10℃以下の冷蔵条件で流通されていた食品が 6

品目、③pH を 4.6 以下に調整していた食品が 1 品

目、④水分活性を 0.94 以下としていた食品が 5 品

目、⑤ボツリヌス菌もしくは代替となる指標菌の接

種試験を行っていた食品が 21 品目、⑥対策の改善

が必要だと考えられた食品が 14 品目であった（う

ち 2 品目は部会開催時において、すでに 120℃、4

分と同等以上の殺菌を実施するよう改善が図られ

たほか、5 品目は販売中止となっていた）。以後、

十分な対応がとられていない可能性がある食品等

事業者が含まれる団体については、厚生労働省担当

者による危害性の個別周知を図っているが、その後

の流通状況を踏まえた調査はなされていない。前回

の調査より、3年間が経過していることから、現在

における対応状況を把握することが求められてい

る。本分担研究では、こうした背景から、平成 25

年度にインターネットを通じて、購入可能な容器包

装詰低酸性食品の情報を収集すると共に、厚生労働

省による指導内容の対応状況について、検証を行っ

たので、報告する。 

 

Ｂ．材料と方法 

1. インターネットを通じた食品流通情報の収集 

大 手 イ ン タ ー ネ ッ ト サ イ ト （ 楽 天 市 場

www.rakuten.co.jp お よ び ア マ ゾ ン

www.amazon.co.jp）を通じて、容器包装詰低酸性食

品として流通する製品の検索を行った。検索にあた

っては、参考資料１に掲示された製品名称を用いる

こととした。 

 

2. 衛生指標菌定量試験 

 各検体を 100g に切り分けたものをストマック袋

に入れ、ペプトン水を 100 ml 加え、1 分間ストマ

ッキング処理した上清を試料とした。一般細菌数は

調製試料原液および同希釈液 100μl を標準寒天培

地（Oxoid）2 枚に塗沫し、37ºC、24 時間培養後、

検体 1g あたりの菌数を算出した。大腸菌群

（Coliforms）数は同様に調整した試料液 100μl

を VRBL 寒天培地（Oxoid）2 枚に塗沫し、37 ºC、

24 時間培養後、赤色を呈する集落を計数し、同じ

く検体 1g あたりの菌数を求めた。 

 

3. ボツリヌス菌株の MLST 解析 

 A 型保存株（計 49 株）について、10ml のクック

ドミートブロス（日本 BD）中で、一夜嫌気培養し

た後、DNeasy kit (キアゲン)を用いて Total DNA

を抽出した。MLST プロファイルの作成にあたって

は 、 Clostridium botulinum MLST database 

(http://pubmlst.org/cbotulinum/)に従って、PCR

およびシーケンス反応を実施した。同データベース
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上の登録情報への参照を通じ、菌株の遺伝子型

（Sequence type）を決定した。Minimum spanning 

tree 作成にあたっては、同データベース上の A型・

B型株のプロファイルを併用した。 

 

4. ボツリヌス接種芽胞菌液の調整 

上述の項目より選定した C. botulinum 株を対象と

して、芽胞菌液の調整を行った。10ml のカゼイン

ペプトン水（5%カゼインペプトン、0.5%ペプトン、

0.1%チオグリコール酸ナトリウム）中で一夜嫌気培

養した後、80ºCで 20 分間加熱した。同加熱を翌日

及び 1週間後に繰り返した後、滅菌水で 3回洗浄し

た。1.5mlチューブに分注した後、-80 ºC保存した。

同保存液中の芽胞菌数をもとめるため、凍結融解後、

各チューブより 100μl をクロストリジア寒天培地

（栄研化学）に塗布し、黒色を呈する発育集落数を

求めた。 

 

5. 保存試験 

 pH が指導基準を逸脱した製品（検体 No.19-24 と

同一製品）を対象として、ボツリヌス菌芽胞溶液を

検体 1ｇあたり 101オーダー（18～29CFU/g）となる

ように、接種した後、37 ºC で 9 日、18 日および

60 日間保存した。保存後、検体 100g にペプトン水

100ml を加え、ストマッカーにて十分に混和させた

後、試料原液とした。調製した試料液 1ml をクロス

トリジア寒天培地（N=2）に混釈し、37 ºCで 24 時

間嫌気培養した。生育した黒色コロニーを計測し、

検体 1g あたりの菌数をもとめた。なお、本試験に

あたっては、各保存期間につき、3 検体を供した。 

 

Ｃ．研究結果 

1. 国内に流通する容器包装詰低酸性食品に関す

る情報収集 

平成 25 年 7 月 24 日～同月 25 日に、国内大手イン

タ ー ネ ッ ト サ イ ト （ ア マ ゾ ン 、

http://www.amazon.co.jp ； 楽 天 市 場 、

http://www.rakuten.co.jp）を通じて、容器包装詰

低酸性食品として購入可能な食品の検索を行った。

平成 22 年 7～8 月に食品等事業者団体（45 団体）

を通じて行われた、ボツリヌス食中毒対策状況に関

するフォローアップ調査で集計された食品種（参考

資料 1）を主対象として検索したところ、同リスト

に改善が求められるものとして掲載されていた、”

天日干したくあん”等の「たくあん」製品の一部が

依然として、少なくとも表示上では、常温で流通・

保存されている実態が明らかとなった（表１-３）。

本検索にあたっては、”たくあん”、”天日干したく

あん”、”天日干し＆たくあん”、”真空パック＆たく

あん”をキーワードとして用い、楽天では 1523 件、

45 件、231 件、16 件の製品が、アマゾンでは、285

件、1件、13 件、4件の製品がそれぞれ検索された

（表 1）。最終的に、容器包装詰低酸性食品として、

常温での流通・保存が取られていた「たくあん」製

品は、楽天・アマゾンでそれぞれ 35 および 10 件に

絞りこまれた（表 2-3）。 

 以上より、容器包装詰低酸性食品の範疇に入る

「たくあん」製品の一部は、依然として常温で流

通・保存している実態が明らかになった。 

 

2. 容器包装詰低酸性食品として流通する「たくあ

ん検体」における衛生指標菌の検出状況と理化

学性状の検証 

上記の調査結果を受けて、常温での流通もしくは

保存がインターネットサイト上で表示されている、

9製品計 30 検体（図 1）を入手し、当該製品におけ

る衛生指標菌の定量検出ならびに理化学性状（pH, 

酸化還元電位）を調査した。表 4 のとおり、30 検

体における一般細菌数および大腸菌群数の平均値

は、1.21E+03 ± 3.26E+03 CFU/g および 2.27E+01 ± 

4.65E+01 CFU/g であった。検体 No.1-15 ならびに

No. 25-27 の 6 製品については大腸菌群陰性であっ

たが、残り 3製品計 12 検体では 6.67±1.15E+01～

1.47E+02±3.06E+01 CFU/g の大腸菌群数が検出さ

れた。また、検体 No.13-15 の 1 製品では一般細菌

数が陰性であったが、残りの検体からは、

2.00E+01±1.00E+01～5.94E+03 ± 9.89E+03 CFU/g

が検出された。 
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理化学性状として、厚生労働省の通知に記載され

ている pH については、4.6 以下にするよう指導さ

れている。本供試検体における平均 pH 値は、

4.37±0.61 であったが、このうち、検体 No. 16-24

の2製品計9検体のpH値は5.22～5.26であった（表

4）。また、酸化還元電位の測定値は、平均値が

115.49±35.93 であったが、指導内容から逸脱する

pH を示した検体については、他検体（124.13±0.15

～162.00±3.12 mV）と比べて、相対的に低い酸化

還元電位値を示した（62.93±1.07～65.73±0.83 

mV）（表 4）。 

 以上より、「たくあん」製品の一部では、理化学

性状として、指導内容に逸脱する製品が流通してい

る実態が把握された。 

 

3. たくあん代表検体中におけるボツリヌス菌の

挙動に関する検討 

厚生労働省の指導内容に逸脱の認められた、常温

で流通・保存される製品（表 4 中の検体 No.19-24

と同一製品）については、ボツリヌス汚染を受けた

際の食品内増殖が懸念されたため、ボツリヌス A

型および B 型芽胞液を用いた添加回収試験を行い、

その挙動を検討することとした。 

(i) 接種菌株の選定 

接種菌株の選定にあたっては、平成 14-16 年度厚

生労働科学研究「容器包装詰低酸性食品のボツリヌ

ス食中毒に対するリスク評価」の研究報告を参照す

ることとしたが、これを補完する意義として、当所

に保存されている A 型菌株間の遺伝学的多様性を

MLST 法により検討した。結果を表 5 および図 2 に

記す（図 2 では、C. botulinum MLST database 上

のAおよびB型株由来プロファイルを併用して作成

した Minimum spanning tree を示した）。ボツリヌ

ス A 型供試株（計 49 株）は、計 6 種の遺伝子型に

分類された。A/B 毒素型別の MST 解析では、B 型株

に比べ、A型はより多様性に富むことが示唆された

（表5、図2）：上述の研究班で使用されていた62A、

33A,36A, CB21 は ST-1 に、Renkon1 株は新規 ST 型

に分類された。ST-1 型は、供試株の 71.4％（35 株

/49 株）を占めており、最も主要な遺伝子型の株で

あることが実証された。以上の知見を踏まえて、添

加回収試験では、62A, 33A, 36A, CB21, Renkon1

株を A型として、B型としては上述の研究報告に従

い、Okra, NH-2, 67B, 326-5, 407-1 株を対象に選

定して、混合芽胞液を作成することとした。 

 

 (ii) 添加回収試験（保存試験） 

 上述の構成で作成した混合芽胞液を用いて添加

回収試験を行った。接種芽胞菌数としては、検体

1g あたり、18～29CFU とした。37℃下で、9日保存

後のクロストリジア属菌は、A 型接種検体・B 型接

種検体双方から検出され、その数値は、接種菌数と

ほぼ同等であった（A型接種検体：56.7±20.2CFU/g, 

B 型接種検体：46.7±10.4CFU/g; 図 3）。60 日保存

後には、しかしながら、同菌は検出されず、加熱刺

激（80ºC、20 分間）後も同様に非検出であったこ

とから、当該食品内で死滅したものと考えられた。

また、同期間中の一般細菌数は穏やかな減少傾向を

示した（図３）。 

 以上より、抽出「たくあん」検体におけるボツリ

ヌス菌の生残が短期（9日間）の保存試験により認

められたが、保存 60 日後の検体からは検出されな

かった。 

 

 

Ｄ．考察 

食品のグローバル化が進む昨今、わが国において

も輸入食品の増加とその原材料や容器包装に係る

多様化に対応する必要性に迫られている。特に、病

原微生物の制御に根ざした食品の衛生管理は、食中

毒の発生を予防するために必要不可欠な課題であ

り、継続的な情報収集と実験的検証が求められる。 

 平成 22 年のフォローアップ調査で対象とされた

容器包装詰低酸性食品のうち、特に今後も検討が必

要と目された製品の多くは、正月料理用の食材であ

る場合が多々見受けられたため（参考資料 1）、本

研究では一年を通じて国内に流通が認められる 

「たくあん」製品を対象に選定した。その上では、
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流通・保存にあたり冷蔵表示がないものが依然とし

て流通する実態が把握された。冷蔵表示については、

その多くが製造者の表示に基づくものであったが、

一部の販売者では自主的に冷蔵を推奨する表記を

販売サイト上に記載している事例も認められた。こ

うした表示に対する取り組みは、従って、製造者と

販売者双方に求めていくことも、有効な対策を議論

する上では、必要であろう。 

 冷蔵保存・流通の表示のない製品の中には、厚生

労働省により当該製品に対して指導通知されてい

る理化学性状（pH＜4.6）を逸脱する製品も含まれ

ていた。一方、本研究の供試検体が、十分な包装後

加熱を経ているか否かについては、表示のみからは

確認できなかったが、衛生指標菌として検出された

菌数は少数であり、一部では非検出であった。加熱

表示についても今後の課題であると考える。 

 更に、厚生労働省による指導内容の遵守が確認さ

れない代表製品については、保存試験を通じて、ボ

ツリヌス菌の増殖の可能性も懸念されることから、

今後は異なる温度帯での保存試験を検討し、当該食

品におけるボツリヌス菌の挙動を精査したい。 

 食品内増殖に伴い、本菌はヒト健康危害の高いボ

ツリヌス毒素を産生することも懸念される。ボツリ

ヌス毒素の定量試験はいまだマウスアッセイによ

り検討されているが、近年では PCR-ELISA、イムノ

クロマト、FRET 等の手法を用いた検出キットの開

発も海外では進められている。来年度以降には、こ

うしたアッセイ系の有効性評価についても検討を

行うとともに、同毒素定量を通じて食品内でのボツ

リヌス菌による危害性の動態を精査すべきと考え

る。また、本研究では、酸化還元電位と pH との間

で関連性が想定されたことから、本菌の増殖を許容

しない酸化還元電位の範囲設定の可能性について

も pH 挙動と併せて検討していきたい。 

 

 

Ｅ．結論 

本研究では、容器包装詰低酸性食品として国内に

流通する食品のうち、「たくあん」製品が一年を通

じて流通する現状を把握すると共に、厚生労働省に

よる指導内容を逸脱した製造基準を経て、製造・流

通される製品が存在することを明らかにした。更に、

一部の製品では、ボツリヌス菌の短期保存が確認さ

れ、異なる温度帯での検証が必要と考えられた。 
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図 1. 本研究において各種性状試験に供した「たくあん」検体画像 
（個々の製品が特定されないよう製品ラベルは表示していない） 

検体 No. 1-3 検体 No. 4-6 検体 No. 7-9 

検体 No. 10-12 検体 No. 13-15 検体 No. 16-18 

検体 No. 19-24 検体 No. 25-27 検体 No. 28-30 
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図 2. MLST 解析を通じたボツリヌス A 型及び B 型株の Minimum spanning tree 
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図 3. ボツリヌス菌芽胞のたくあん食品内挙動に係る検討 



84 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 



85 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 



86 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 



87 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 



88 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 


